
課長名

■ ■ S60 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 35 年

安心を高める（地域力） 〕

人生100年時代の健康ライフスタイル 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

福井県がん委員会運営事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第３次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況
がん検診、たばこ対策は市町が健康増進法に基づき実施
市町担当者ががん委員会・各部会の委員として参画

事業名

（実績）

［事業目的］

　第3次福井県がん対策推進計画に基づき、がん予防、がん検診、がん治療や相談支援、がん登録などの総合的ながん対策を協議するがん委員会を開催する。
　また、がん委員会委員を含むがん検診推進医によるがん検診の指導や精度管理および効果的な受診勧奨により、がん検診の質および受診率向上を図る。

（１）がん委員会・部会の開催（年２回）　１，４７６千円
　　①概要　・平成３０年３月に策定した「第３次福井県がん対策推進計画（2018年～2023年）」に基づき、総合的ながん対策の協議を行う場として
              がん委員会および部会を開催
　　　　　　・「第３次がん対策推進計画」の進捗管理を行い、新たな課題等に対し、随時協議し必要な施策を進める。
　　　　　　　また中間評価を行い、現状に沿った計画の見直し、必要な施策を協議する。
　　②組織　　がん委員会、予防部会、検診部会、治療・相談支援部会、登録部会

（２）がん検診推進医研修会・推進医活動費　　３６１千円
　　　・個別検診機関の医師をがん検診推進医に委嘱し、持病で受療中の患者等に対するがん検診受診の指導およびがん検診従事者に対する効果的な受診勧奨
      　方法等を指導・助言。推進医には、最新のがん情報を提供するための研修会を開催。
　　　・平成２９年度から、特に受診率の低い２０歳代の受診率向上を図るため、推進医による大学生を対象とした知識の普及および受診勧奨を強化。

［受益者］ ［想定される受益者数］

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ ■ S60 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 35 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,753 1,698 1,837

1,753

1,180

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(50.0%越） (50.0%越） (50.0%越）

51.0%

(2)

2

■ 無

□ 有

そ の 他

福井県がん委員会運営事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

補助率 － 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

がん対策推進計画の中間評価に係る費用を追加（２年度限り）２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

感染症予防事業費等国庫補助（負担）金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

1,837 180 1,657

成果指標 がん検診受診率
(目標) 第３次福井県がん対策推進計画（H30～R5）

　がん検診受診率　各部位50％
実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
健康診査管理指導等事業実施のための指針に基づく生活習慣病検診等管
理指導協議会として設置

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 がん委員会開催
(目標)

実績
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課長名

■ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん検診受診者拡大事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R2

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国1/4、県1/4、市町1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人生100年時代の健康ライフスタイル

［事業目的］

　がんの早期発見・早期治療のため、市町が行う効果的な受診勧奨を支援し、がん検診受診率および精密検査受診率の更なる向上を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔 第3次福井県がん対策推進計画

　　　①　　ピロリ菌等検査
　　　　　　　血液による胃がんリスク検査（ピロリ菌抗体検査・ペプシノゲン検査）を実施する市町に対し、検査費の一部を補助
　　　②-1　受診意向調査（Ｈ３０～）
　　　　　　　受診意向調査を実施する市町に対し、意向調査にかかる経費（印刷製本費・通信運搬費）を補助
　　　②-2　がん検診受診意向調査後、啓発案内を通知（Ｈ３０～）
　　　　　　　意向調査後、対象者に対する啓発にかかる経費（印刷製本費）を補助（個々に応じたタイプ別の啓発にかかる経費）
　　　③　　受診券の作成・発送
　　　　　　　受診券の作成・発送にかかる経費（印刷製本費・通信運搬費）を補助
　　　④　　要精検対象者に対する啓発案内通知（Ｈ３０～）
　　　　　　　対象者に対する啓発案内通知にかかる経費（印刷製本費・通信運搬費）を補助
　　※①と②は市町がどちらかを選択

［受益者］ がん検診受診希望者 ［想定される受益者数］ 約33万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
　市町が実施主体の事業であり、更なる受診率向上のため、県が
所要の補助を行っている。

事業名

市町が実情に応じて意向調査とピロリ菌検査を選択し、受診券発行と合
わせてがん検診の受診機会の拡大に寄与した。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点
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課長名

■ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

３０年度 令和元年度 ２年度

35,011 25,529 23,311

16,974

7,914

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(50.0%超) (50.0%超) (50.0%超) (50.0%超)

51.0%

(314,949) (287,615) (235,508)

240,047

■ 無

□ 有

がん検診受診者拡大事業

部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R2

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 23,311 9,145 14,166 感染症予防事業費等国庫（負担）補助金

国1/4、県1/4、市町1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
がん検診受診率
（７０歳未満）

(目標) (50.0%超) 第3次福井県がん対策推進計画（H30～35）
がん検診受診率　各がん50％超

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 受診券発行数
(目標)

受診券発行対象者数は前々年度実績より算出

実績
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課長名

■ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

安心を高める（地域力） 〕

人生100年時代の健康ライフスタイル 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

市町がん検診受診率アップ推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下　

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R5

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第3次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 県1/2、市町1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況
　市町が実施主体の事業であり、更なる受診率向上のため、県が
所要の補助を行っている。

事業名

（実績）

［事業目的］

　市町のがん検診受診者増の取組みを促進するため、増加分に応じた補助を行い、積極的に受診率向上を図る市町を支援する。

　市町が実施する対策型がん検診において、従前より受診者を増やした場合、受診経費の一部を補助する。

［受益者］ 5がん（胃、肺、大腸、子宮、乳）検診対象者 ［想定される受益者数］ 約124万人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点

受診券発行枚数の増加や働く女性の休日がん検診の受診機会拡充等
により、市町検診を含め、着実に受診率が向上している。

・消費税率改正による検診料の改定に合わせ、補助単価を
見直し。
・補助対象となる受診者の年齢を70歳未満に変更。
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課長名

■ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

３０年度 令和元年度 ２年度

2,606 3,252 3,742

2,606

2,606

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(50.0%越） (50.0%越） (50.0%越）

51.0%

■ 無

□ 有

そ の 他

市町がん検診受診率アップ推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下　

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R5

補助率 県1/2、市町1/2 法 定 受 託 事 務

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

・がん検診料金改定に伴う単価変更
・補助対象者の上限を70歳未満

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

3,742 3,742

成果指標
(目標) 第３次福井県がん対策推進計画（H30～R5）

　がん検診受診率　各部位50％
実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 なし
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

事業の性質上、活動指標を設定することが困難

実績
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課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 0 年

安心を高める（地域力） 〕

人生100年時代の健康ライフスタイル 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

乳がん検診デジタル化推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 福井県健康管理協会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R2

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第３次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 県10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業目的］

　乳がんは共働き全国１位の本県において女性に最も多く、特に働き盛りの４０歳代で罹患率が最も高いことから、乳がんの早期発見・早期治療による死亡率減少の
ため、市町の乳がん集団検診のデジタル化整備に対し、補助を行う。

（１）デジタル乳房撮影装置整備（２５，８５０千円）
　　　　乳がんデジタル検診を実施するために必要な撮影装置費用を助成
（２）デジタル画像読影体制整備（１３，２００千円）
　　　　乳がん集団検診におけるデジタル検査画像の読影に必要な専用ワークステーションおよび記録媒体(専用USB)の整備費用を助成

［受益者］ 乳がん検診受診者 ［想定される受益者数］ 12,000人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 0 年

３０年度 令和元年度 ２年度

39,050

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

（50％）

(12,000)

□ 無

□ 有

そ の 他

乳がん検診デジタル化推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R2

補助率 県10/10 法 定 受 託 事 務

事業主体 福井県健康管理協会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

地域医療介護総合確保基金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

39,050 39,050 0

成果指標 乳がん検診受診率
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 乳がん検診者数
(目標)

実績
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課長名

■ □ H18 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 15 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん診療連携拠点病院機能強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R5

事業主体 がん診療連携拠点病院
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国1/2、県1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人生100年時代の健康ライフスタイル

［事業目的］

　地域のがん医療を中核的に担うがん診療連携拠点病院が行う病院機能強化に必要な経費を国とともに助成し、居住する地域に関わらず質の高いがん医療を等しく受
けられる体制を整備する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔 第3次福井県がん対策推進計画

　国の「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」に基づき、福井県立病院、福井大学医学部附属病院、福井県済生会病院、福井赤十字病院、国立病院機構敦賀医
療センターを「がん診療連携拠点病院」として指定。（平成１８年度）
　これらの病院のうち、福井県立病院、福井県済生会病院、福井赤十字病院に対し、普及啓発、がん医療従事者研修、がん相談支援等の事業に要する経費に対する補
助を実施。

［受益者］ 県内のがん患者 ［想定される受益者数］ ６，８００人（平成２３年患者調査）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 なし

事業名

医療従事者に対する研修会の開催、市民への普及啓発、就労支援を
含めたがん相談支援事業の実施により、拠点病院に必要な機能強化
に寄与している。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ □ H18 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 15 年

３０年度 令和元年度 ２年度

43,899 43,764 44,822

43,899

42,388

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(6,800) (8,000) (8,000)

5,994

(15) (15) (15)

35

■ 無

□ 有

そ の 他

がん診療連携拠点病院機能強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R5

補助率 国1/2、県1/2 法 定 受 託 事 務

事業主体 がん診療連携拠点病院
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

賃金職員が会計年度任用職員化されることによる人件費の増２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

感染症予防事業費等国庫（負担）補助金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額 44,822 22,411 22,411

成果指標 相談件数
(目標)

実施計画書を基に目標件数を算出

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 国の交付要綱に従い、各がん診療連携拠点病院に対して補助を実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
がん医療従事者研修開催
数

(目標)
実施計画書を基に目標件数を算出

実績
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課長名

■ ■ H25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

安心を高める（地域力） 〕

人生100年時代の健康ライフスタイル 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん患者相談支援推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 県、がんの子どもを守る会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 R5

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第３次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町と連携し、事業の周知を図っている。

事業名

（実績）

［事業目的］

　がん患者や家族等の治療等への不安を軽減するために、身近な地域の中で気軽に相談できる窓口や患者サロンを開設する。また、がん治療体験者の立場からがん患
者等を支援するピアサポート研修、小児がん患者や家族の支援を実施する。

①がん患者サロンの開設
　地域の中にがん患者等が悩みや体験を共有し、互いに支え合うサロンの開設、出張相談・サロンの実施

②がん患者ピアサポート研修の実施
　がん治療体験者が、その経験を生かした相談支援活動（ピアサポート）を行うために必要ながんの知識や実際の相談対応技術等を習得する研修を実施

③小児がん患者・家族の支援
 小児がん患者が遊び等を通して安心して治療に臨めるよう支援するとともに兄弟や保護者等に対してもサロンや個別相談を実施

［受益者］ がん患者 ［想定される受益者数］ 約6,000人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点

　小児がんを含めたがん患者やその家族等の治療等への不安を軽減
している。

各拠点病院等における相談支援センター、患者会活動の充
実により、まちなか総合相談については事業終了
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課長名

■ ■ H25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,906 1,700 1,182

1,906

1,681

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

36 (36) (48)

54

6 (6) (8)

9

□ 無

■ 有

そ の 他

がん患者相談支援推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 R5

補助率 - 法 定 受 託 事 務

事業主体 県、がんの子どもを守る会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

各拠点病院等における相談支援センター、患者会活動の充実により、まちなか総合相談につ
いては事業終了

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

感染症予防事業費等国庫補助（負担）金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

1,182 591 591

成果指標 各サロンで支援した人数
(目標) 1回、参加者6人×6回

（H29までの実績：1回約6人）
実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
石川県（平成25年6月　がん安心生活サポートハウス開設）
富山県（平成25年9月　がん総合相談支援センター開設）
その他、23都道府県でも拠点病院以外のがんに関する相談窓口を設置

関連事業の有無・
役割分担

事業名 がん患者子宝応援事業

（役割分担）

AYA世代がん患者の生殖機能温存治療にかかる費用助成を実施

活動指標 サロンの開催回数
(目標)

実績
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課長名

■ ■ H19 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん検診受診実態調査

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H35

事業主体 県医師会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人生100年時代の健康ライフスタイル

［事業目的］

　県民のがん検診受診実態を明らかにするため、県内医療機関等における主要がん検診（胃、肺、大腸、乳、子宮がん、その他の新たながん検診）受診状況調査を実
施する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

ビジョン  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔 第3次福井県がん対策推進計画

　県内各医療機関および検診機関において実施している主要がん検診の受診者数調査を実施する。
　　（１）調査方法　委託先：福井県医師会
　　　　　　　　　　　①がん検診実施の医療機関および検診機関においてカルテ等からデータを抽出し、各がん検診受診者数を集計、結果を医師会へ報告
　　　　　　　　　　　②福井県医師会で、各医療機関および検診機関からの報告を集計、結果を県へ報告
　　（２）調査内容　胃がん　　　　　　　　　（５０歳以上　男性・女性）
　　　　　　　　　　肺、大腸がん　　　　　　（４０歳以上　男性・女性）
　　　　　　　　　　乳がん　　　　　　　　　（４０歳以上　女性）
　　　　　　　　　　子宮がん　　　　　　　　（２０歳以上　女性）
　　　　　　　　　　その他の新たながん検診　（４０歳以上　男性・女性）　についての男女別・年代別受診者数
　　（３）調査対象年度　令和元年度
　　（４）調査時期　令和２年６月

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

平成３０年度の職域におけるがん検診の実施状況について、県内全
がん検診実施機関に対して調査を実施
年度当初に速やかに受診率の算定ができるよう委託先と調整し、期
日内に１００％の調査結果の回収ができている。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ H19 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,500 1,500 1,500

1,500 1,500

1,500 1,500

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(1) (1) (1)

1 1 1

■ 無

□ 有

そ の 他

がん検診受診実態調査

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H35

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

事業主体 県医師会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額 1,500 1,500

成果指標
(目標)

速やかに受診率の算定ができるよう、期日内に１００％の調査結果を回収

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 調査回数
(目標)

実績
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

安心を高める（地域力） 〕

人生100年時代の健康ライフスタイル 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん患者アピアランスサポート事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 がん患者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R2

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第３次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業目的］

　がん治療による副作用等で起こる容姿の変化に悩むがん患者は数少なくない。治療による容姿の変化を補い、就労や社会参加を応援するため、医療用ウィッグ（か
つら）や補整下着の購入費を補助し、がん患者の心理的負担を軽減するとともに、療養生活の質の向上を図る。

がん治療に伴う脱毛等により補整具（ウィッグ・補整下着等）が必要ながん患者の補整具購入経費を１回に限り補助
　① 対象者：福井県内に住所を有する方で、がんと診断され、その治療を行っている方
　② 補助対象：１年以内に購入した補整具
　③ 補助金額：ウィッグや補整下着等の購入経費（上限１０，０００円）
　④ 必要な書類：がん治療を受けていることを証する書類（診療明細書、お薬手帳等）
　　　　　　　　 補整具を購入したことを証する書類（領収書等）

［受益者］ がん治療による容姿の変化に悩むがん患者 ［想定される受益者数］ ３５０人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

３０年度 令和元年度 ２年度

5,033 3,533 3,500

3,273

2,820

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(500) (350) (350)

279

(1,000) (1,000) (1,000)

1,000

■ 無

□ 有

そ の 他

がん患者アピアランスサポート事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R2

補助率 定額 法 定 受 託 事 務

事業主体 がん患者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

3,500 3,500

成果指標 当事業の利用者
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

山形県　ウィッグに限定した購入費助成事業を実施（H26～）
鳥取県　ウィッグと乳房補整具の購入費補助事業を実施（H28～）
秋田県　ウィッグと乳房補整具の購入費補助事業を実施（H29～）
宮城県　ウィッグに限定した購入費助成事業を実施（H30～）
茨城県　ウィッグと乳房補整具の購入費補助事業を実施（H30～）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
治療による容姿の変化に
悩むがん患者への周知人
数

(目標)

実績
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課長名

■ ■ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 0 年

学びを伸ばす（人材力） 〕

希望が叶う「結婚・出産・子育て」応援 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん患者子宝応援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 福井大学医学部附属病院、がん患者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助 補 助 金 R5

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第３次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 県1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業目的］

　将来、子どもを産み育てることを望むＡＹＡ世代（思春期・若年成人）がん患者が、がん治療開始前に生殖機能を温存（卵子・精子凍結）することで、希望を持っ
てがん治療に取り組むことができるよう支援を行う。

（１）生殖機能温存治療提供体制の強化
　　　　がん患者の妊孕性温存に関する医療従事者の基礎的・専門的知識および技術の向上を図るため、がん診療連携拠点病院等の医療従事者における症例検討会
　　　および研修会を行う。（症例検討会：年２回　研修会：年１回）
（２）がん患者の生殖機能温存に対する理解促進
　　　　県民（がん患者含む）向けにがん患者の生殖機能温存に関する理解を深めてもらうための講演会を開催。（年１回）
（３）生殖機能温存費用の一部助成
　　　　生殖機能が低下するおそれのあるがん治療開始前に実施される温存治療費用の一部を一回に限り助成。

［受益者］ がん患者 ［想定される受益者数］ 210人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ ■ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 0 年

３０年度 令和元年度 ２年度

2,174

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(13)

(2)

□ 無

■ 有

そ の 他

がん患者子宝応援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助 補 助 金 R5

補助率 県1/2 法 定 受 託 事 務

事業主体 福井大学医学部附属病院、がん患者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

感染症予防事業費等国庫補助（負担）金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

2,174 441 1,733

成果指標
生殖機能温存治療助成利
用者数

(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
12府県で実施中（埼玉、神奈川、山梨、岐阜、静岡、三重、滋賀、京
都、和歌山、広島、香川、福岡）

関連事業の有無・
役割分担

事業名 がん患者相談支援事業

（役割分担）

　がん患者相談支援事業において、ＡＹＡ世代がん患者を対象にした
サロンを開催

活動指標 症例検討会回数
(目標)

実績
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課長名

■ ■ R2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 0 年

学びを伸ばす（人材力） 〕

多様な価値観を認め合う「共生社会の実現」〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

がん患者の治療と仕事の両立支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第３次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業目的］

　将事業所に対して、がんに関する正しい知識の普及を図るとともに、患者自身が躊躇することなく、勤務先に病状や今後の見通し（入院や通院回数、治療による副
作用、日常生活・仕事における支障や気がかりなこと、仕事への思い等）を正しく簡単に伝えることができる仕組みを整備し、事業所の理解とサポートを得られた上
で働くことができるよう、がん患者の治療と仕事の両立を支援する。

（１）がん患者が勤務先に病状等を正確に伝達
　　　　①アドバイザーの助言を受け、病状・通院頻度・治療に伴う副作用・患者の仕事への思い等、勤務先に伝えるべき情報を整理した連絡用紙の様式を作成
　　　　②がん診療連携拠点病院等のがん相談員等が、患者本人や担当医師からの聞き取りにより連絡用紙を作成
　　　　→　がん患者が連絡用紙を勤務先に提出することにより、雇用主は患者の状態に配慮した勤務体制等を整えることが可能
（２）事業所への理解促進
　　　　・がんの治療等に関する正しい知識やがん患者を雇用する上での留意事項およびがん検診の受診方法を記載したリーフレットを作成し、事業所へ配布
　　　　・がん患者を雇用し働きやすい職場環境づくりや社員にがん検診を積極的に受診させている事業所等の優良事例と働く社員の感想等を広報

［受益者］ がん患者 ［想定される受益者数］ 1,141人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ ■ R2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 0 年

３０年度 令和元年度 ２年度

436

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(1,141)

□ 無

□ 有

そ の 他

がん患者の治療と仕事の両立支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

感染症予防事業費等国庫補助（負担）金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

436 218 218

成果指標
両立支援に取り組む事業
所数

(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 両立支援制度の周知
(目標)

実績

-282-



課長名

■ ■ R元 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

安心を高める（地域力） 〕

人生100年時代の健康ライフスタイル 〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

そ の 他

「ノースモークで元気な職場」応援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔
関連する県の計画等 〔 第3次福井県がん対策推進計画 〕

政　　策  〔

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R4

補助率 － 法定受託事務

事業主体 保健予防課
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業目的］

　喫煙率の高い若い世代や働き世代（男性２０～４０歳代（約４５％）、女性２０～３０歳代（約１５％））への禁煙支援を強化していくため、上司や同僚の理解や支援を受けながら禁煙外来に通
院できるよう、職場ぐるみで禁煙に取り組む事業所を支援する。

〇喫煙する従業員に禁煙外来での治療を勧め、支援を行った事業所に対し、奨励金を支給
（対　象）喫煙者が1人以上いる中小企業
（要　件）①事業所としての禁煙支援の実施
　　　　　　例）禁煙成功者への奨励金、非喫煙者への支援謝礼、喫煙室の撤去、禁煙治療を目的とした休暇の創設　等
　　　　　②禁煙外来による禁煙成功（５回分の診療明細書および禁煙成功証明書の提出）
（奨励金）１０万円／１事業所

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ ■ R元 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,500 1,500

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

15.5% 13.7% 11.9%

(15) (15) (15)

□ 無
□ 有

そ の 他

「ノースモークで元気な職場」応援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R4

補助率 － 法定受託事務

事業主体 保健予防課
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

1,500 1,500

成果指標 成人喫煙率
(目標) 10.1% 第3次福井県がん対策推進計画　成人喫煙率12％、未成年者喫煙率0％（2022年まで）

（成人喫煙率は、2016年度調査から5年間で8.9％減少（2021年調査で12％）とするため、
毎年1.8％の減少を目指す）実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
受動喫煙防止対策に取り組む事業所への経費助成（鳥取県、福島県）
禁煙治療費助成を行う区市町村に対する補助(東京都）

関連事業の有無・
役割分担

事業名
（役割分担）

活動指標 実施事業所数
(目標) (15)

たばこ対策に取組む25事業所の60％が実施
実績
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 7 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

風しん抗体検査助成事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R2

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 いつでもどこでも安心の医療・福祉

［事業目的］

平成25年の風しんの流行により、全国で14,000人を超える風しん患者（福井県20人）と26名の先天性風しん症候群が報告され、平成20年の全数把握調査開始以降、最
大の流行となった。妊婦が風しんに感染すると、胎児に先天性の障害が生じる先天性風しん症候群が発生することがあることから、風しんの免疫が不十分な妊婦への
感染を予防するため、予防接種が必要である風しん感受性者を効率的に抽出するための風しん抗体検査を医療機関で実施する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔

　先天性風しん症候群の予防のために、妊娠を希望する女性およびその周囲の男性に対して、予防接種が必要である風しん感受性者を効率的に抽出するための抗体検
査を県内の医療機関において実施し、その費用全額を助成する。
対象：検査を希望する女性およびその周囲の男性のうち、福井県内に居住地を有する者（福井市を除く）であって、次のいずれにも該当するものとする。
    (1) 検査の結果、抗体価が低い場合、風しんの予防接種を希望する。
    (2) 過去に風しんの抗体検査を受けたことがある者でない。
    (3) 明らかに風しんの予防接種歴がある者でない。
    (4) 検査で確定診断を受けた風しんの既往歴がある者でない。
　実施医療機関は、検査実施者に抗体検査結果を告知するとともに、本人の希望の下、風しんの予防接種を行う。
　実施医療機関は、福井県医師会に検査費を請求し、福井県医師会は、実施医療機関の請求を取りまとめたうえで、検査費および手数料を県に請求する。県は福井県
医師会に検査費および手数料を支払い、福井県医師会は実施医療機関に検査費を支払う。

［受益者］ 妊娠を希望する女性とその子 ［想定される受益者数］ 780

前事業の有無・実績 市町との連携状況

・全市町の住民課（婚姻届出）窓口で事業の周知、市町広報誌等
への掲載
・一部市町において、県の抗体検査で予防接種が必要と判断され
た者に対して予防接種費用の一部を助成

事業名

全ての市町で事業の周知がされており、検査を希望された方のほぼ
全員が予防接種を実施した。

なし

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 7 年

３０年度 令和元年度 ２年度

2,425 3,924 3,036

9,264

6,117

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(100) (100) (100)

88

(347) (561) (780)

1,044

■ 無

□ 有

そ の 他

風しん抗体検査助成事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R2

補助率 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

過去の受検者数による減額。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

3,036 1,459 1,577

成果指標
低抗体価者の予防接種実
施率(%)

(目標) 検査の結果、抗体価が低かった者のうち予防接種を実施した者の割合
予防接種実施者／低抗体価者

実績

前年度までの
主な増減理由

・２９年度は実績に基づく減額
・３０年度は風しん患者数増加により受検者数増加のため増額補正
・３１年度から中核市の福井市を除き、対象に男性を加えた

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 兵庫県を除く４６の都道府県で実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 抗体検査利用者数（人）
(目標)

目標：実績に基づく増加

実績

-286-



課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

感染制御ネットワーク整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R5

事業主体 福井大学医学部附属病院
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 いつでもどこでも安心の医療・福祉

［事業目的］

医療法に基づき、医療機関は院内感染対策の確保が義務付けられており、都道府県は、医療機関のネットワークを地域において構築し、日常的な相互の協力関係を築くことが求められている。近
年、国際化による輸入感染症や多剤耐性菌感染症がますます脅威となっており、福井県においてもその感染対策の情報を共有し、共通認識のもと県全体で対策をとる必要があるため、県内の医療
機関において感染制御に関わる医師、看護師、薬剤師、検査技師等の参加による感染制御ネットワークを整備し、県全体の感染対策の強化を図る。

①ネットワーク協議会の設置、開催
・感染対策に関し専門的な知識を有する医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師から構成され、地域の院内感染対策の連携を図る。（年４回定例開催、臨時開催）
・医療機関で発生した院内感染事例の収集、解析、評価を行い、その対策に役立てる。
②医療従事者向け研修会の実施
・病院や有床診療所の医療従事者に対し、感染対策の最新情報、専門医への紹介を要する症状・所見、専門医との連携のあり方等について研修を実施し、地域での適切な医療提供体制を確保す
る。（年２回、嶺北と嶺南）
③相談体制の確立
・患者、医療従事者等からの相談に対応するための事務局を設置すると共に院内感染に関する情報の収集を行う。
・県内の医療機関でアウトブレイク発生時に専門家等を派遣する。
④県民への院内感染に関する正しい知識の普及啓発
・院内感染に関するポスターを作成し、医療機関等で掲示し、患者への正しい知識の普及を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔

［受益者］ 入院患者 ［想定される受益者数］ 9,665（病床数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 なし

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２年度の変更点

ネットワーク協議会を設置、研修会を開催、ネットワークを整備 なし
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

573 594

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(0) (0)

(12) (12)

■ 無

□ 有

そ の 他

感染制御ネットワーク整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R5

補助率 － 法 定 受 託 事 務

事業主体 福井大学医学部附属病院
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

なし２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

医療提供体制推進事業費補助金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

594 297 297

成果指標 院内感染の発生件数
(目標)

医療機関での院内感染発生件数を減らす。

実績

前年度までの
主な増減理由

・令和元年度６月補正のため８月分で積算

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
東京都、滋賀県、高知県、群馬県、千葉県、長野県、三重県、愛知県、
長崎県、石川県、富山県で実施

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 相談件数
(目標) 医療機関から院内感染対策に関する相談体制を整備し、相談件数を増加させることで、地

域の院内感染対策に還元する。
実績
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課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 0 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

災害時在宅人工呼吸器電源確保事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 －

事業主体 難病患者等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 8/10～10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 防災先進県ふくいの実現

［事業目的］

　災害時等に停電が起こった場合、在宅で人工呼吸器を使用している患者にとって電力供給の停止が生命の危険に直結する。人工呼吸器使用患者の停電時等における
安全確保のため、簡易自家発電装置等の購入に要する経費の補助を行う。

福井県長期ビジョン
における位置付け

ビジョン  〔 安心を高める（地域力）
関連する県の計画等 〔

停電時等における安全確保のため、在宅において常時人工呼吸器を装着している患者に簡易自家発電装置等の購入経費を１回に限り補助
　①　対象者　：在宅において常時人工呼吸器を装着している患者（難病、小児慢性特定疾病およびその他の疾病）
　②　補助対象：簡易自家発電装置等
　③　補助率　：県　８／１０～１０／１０
　④　補助上限額：２１２，０００円

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 0 年

３０年度 令和元年度 ２年度

11,512

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

■ 無

□ 有

そ の 他

災害時在宅人工呼吸器電源確保事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 健康福祉部 課名 保健予防課 宮下裕文

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 －

補助率 8/10～10/10 法 定 受 託 事 務

事業主体 難病患者等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

地域医療介護総合確保基金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額 11,512 11,512 0

成果指標
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績
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